
担当省庁名：外務省

 　国際機関等名

 　種　　　別 国連本体 国連専門機関 その他

 　所轄官庁担当局課名

金　　　額
邦　　貨 外貨１ 外貨２ レート 拠出率（％） ODA率（％）

単   位 （千　円） （千ドル） （千　　　） （注）
0 1   =       円 (2004年)      0 0

0 1   =       円 (2003年)      0 0

32,000 1$ =  122円 (2002年)   100 0

 　拠出上位５ヶ国

（千ドル） 率（％） 当該年度の収入 ０円

１位 日本 100 当該年度の支出 17,526,760円

２位 次年度への繰越 134,447,206円

３位
４位
５位
上記の率及び順位は２００２年のもの

　 邦人職員が占めている幹部ポスト
ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考

 　当該機関重要ポストへの邦人職員送り込みについての具体的な計画

会計検査機関名

事業運営委員会は、アジア女性基金がその業務遂行に当たり、女性の人権等の分野において知見を
有する国際機関等の助言や協力を得ることを目的として設置され、慰安婦問題に関する 償い事業等を
行うとともに、女性の名誉と尊厳に関わる事業等を行ってきた。本委員会は、慰安婦問題に対する反省
の下、政府として女性の名誉と尊厳を守る活動に積極的に取り組んでいる姿勢を国際的に印象づける
上で大きな役割を担っていると評価。

平成１４年９月末までにフィリピン、韓国、台湾、オランダにおける「償い事業」は終了しており、現在実
施中のインドネシアにおける事業はこれまでの拠出金の繰越金で賄えることから、平成１５年度より本
件拠出金の予算計上はしていない。なお、同年度にアジア女性基金から事業運営委員会へ、今後のイ
ンドネシア事業に要する額を差し引いた１億７８００万円が返納されている。

会計検査院

（現在の構成員の出身国：日本）

 　当該機関に対する我が国としての評価（当該国際機関の政策に対する我が国の意見の反映度を含む）

女性のためのアジア平和国民基金事業運営委員会

（注）我が国と各国とは会計年度が異なるため、拠出率については暦年（2002年～2004年）。

 　邦人職員数
  うち幹部以上

平成１４年度

　拠出金名：女性のためのアジア平和国民基金関係事業拠出金

国　　　　名

　国際機関等の財政

外務省アジア大洋州局地域政策課

 　最近３年間の我が国支払額及び拠出率、ODA率

平成１６年度
平成１５年度

（平成１６年度決算）

 　合理化、機能強化のための改革が行われているか。
 　行われている場合はその現状と我が国としての評価

　　　 　　１（兼）人
　　　　うち　　０人

当該機関の職員数及び
邦人職員が職員全体にし
める率

１（兼）人
１００％


